
1 
 

 

 

令和４年度予算編成方針について 

 

 

第１ 令和４年度予算編成の基本方針 

（１） 基本方針 

令和４年度の予算編成にあたっては，少子高齢化による人口減少の急速な進展に加え，収束が見え

ない新型コロナウイルス感染症拡大の影響等により，歳入では増加を見込みづらく，歳出では扶助費

や公債費など義務的経費が増加傾向にあることから，歳出見込額が歳入見込額を超過し，歳入の補填

財源として財政調整基金からの繰入れに依存する予算編成となる事が想定される。 

このように厳しい行財政環境の下，将来にわたり持続可能な健全財政を念頭に置きつつ，今後の地

方財政対策をはじめ，国・県の行政改革や予算編成等の動向を見極めながら，「行財政改革大綱」に基

づき，行財政全般にわたる改革を進めていく必要がある。 

また，決算を見据えた予算編成を行うため，原則として令和４年度中に見込まれるすべての経費を

盛り込んだ通年予算として要求することとする。 

さらに，市民への説明責任を果たす観点から，予算要求の根拠を明確にし，総合計画や事業計画等に

おける位置づけや事業実績，さらには実施計画との整合性を十分精査した上で予算計上すること。 

 

（２）所管部局別枠配分予算の算定 

事業の優先度や費用対効果を見極め，限りある財源を重点的・効率的に配分するため，令和４年度予

算編成においても引き続き「枠配分方式予算編成」を採用し，個々の施策と市民ニーズを熟知した事業

担当部局が適切な事業選択を行うものとする。 

経常的経費等に係る各部への財源配分にあたっては，「入るを量りて出ずるを制す」という財政規律

に沿って，一般財源等見込額を算出した上で，一定の削減目標を織り込み財源配分を行うこととした

ので，各部においても施策・事業の選択と集中を，英断をもって進めること。 

各部長のリーダーシップの下，対前年度予算にとらわれることなく，部ごとの重点予算枠を設定す

るなど，ゼロベースからの事業の検証・見直しを行い，各部局内で十分な調整を図ることにより，増減

あり，皆減ありのメリハリのある予算要求とし，必ず示された枠配分内に収めること。 

但し，令和４年度当初予算枠は国の動向により変動する可能性もある事を念頭に入れて予算編成を

すること。 

 

 

 

第２ 国の動向及び経済状況 

内閣府が発表した令和３年９月の月例経済報告によれば，我が国経済の基調判断は，「新型コロナウ

イルス感染症の影響により、依然として厳しい状況にあるなか、持ち直しの動きが続いているものの、

このところそのテンポが弱まっており、感染拡大の防止策を講じ、ワクチン接種を促進するなかで、各

種政策の効果や海外経済の改善もあって、景気が持ち直していくことが期待される」とされる一方，我

が国の景気の下押しリスクとして「国内外の感染症の動向や金融資本市場の変動等の影響」が挙げら

れている。 
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こうした状況に対し政府は，新型コロナウイルス感染症の感染対策と経済活動を両立し，雇用の確

保，事業の継続を通じて国民生活を守り抜くために，「経済財政運営と改革の基本方針2021」等に基づ

き，グリーン、デジタル、活力ある地方創り、少子化対策の４つの課題に重点的な投資を行い、長年の

課題に答えを出し、力強い成長を実現するとしている。 

また，ワクチン接種の進捗状況を踏まえ、国民的議論を進め、感染対策と日常生活の回復に向けた取

組の両立を進めるとしている。 

引き続き，令和２年度第３次補正予算及び令和３年度予算を迅速かつ適切に執行するものとしてい

る。なお国の令和４年度概算要求では，要求額は基本的に対前年度同額としている。 

 

 

第３ 本市の財政状況 

（１）令和２年度決算状況 

本市の令和２年度普通会計の決算状況を見ると，歳入面では，前年度比で一般財源が29％増となっ

たが，これは地方消費税交付金（21.6%）と震災復興特別交付税（53.5％）の増額が大きく影響してい

る。 

歳出面では，義務的経費が5.6％増，投資的経費が19.1%減，補助費等経費で210.6％増，全体では76.

5億円増（30.5％増）となった。補助費等経費は，新型コロナウイルス感染症経済対策事業として特別

定額給付金の計上に伴う経費が大幅増となった。 

財政健全化の指標である実質公債費比率は7.3％，将来負担比率は60.5％となっているが，将来負担

比率は県内でも高い位置にあり，決して楽観視できるものではない。 

 

（２）令和４年度の見通し 

令和４年度の歳入面は，本市歳入の根幹をなす市税収入が人口減少によるもののほか新型コロナウ

イルス感染症の影響等により減額が見込まれ，令和４年度から令和７年度における中期的な見通しに

おいても，下記の試算のとおり厳しい状況が続くと見られる。 

一方，歳出面では，公債費や扶助費の義務的経費の増加が避けられない状況にある。今後は，より少

ない予算で最大の効果が出せる事業体系を全庁的に構築していかなければ，後年の施政方針に即した

事業展開が困難になることも予想されるため，常に費用対効果を考えた行財政運営が必要となる。 

 

 

 

 

 

 

参考1：市税の推移（令和２年度決算，令和３年度以降見込）             単位：千円 

区 分 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度

個人市民税 2,355,672 2,288,300 2,248,033 2,208,886 2,170,772 2,133,615

法人市民税 564,580 490,561 426,247 421,826 417,466 413,165

固定資産税 3,356,750 3,217,587 2,979,075 3,005,075 3,032,189 3,060,013

軽自動車税 191,204 189,000 184,700 181,877 179,101 176,369
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市たばこ税 372,209 368,759 365,341 361,955 358,599 355,275

市 税 合 計 6,854,888 6,554,207 6,203,396 6,179,619 6,158,127 6,138,437

※現年度課税分＋滞納繰越分 

 

 

参考2：普通交付税等の推移（令和２年度決算，令和３年度以降見込）         単位：千円 

区 分 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度

普通交付税 4,273,518 4,524,392 4,100,000 4,127,000 4,062,000 3,971,000

特別交付税 419,194 200,000 200,000 200,000 200,000 200,000

震災復興特別交付税 1,283,501 － － － － －

臨時財政対策債 609,366 920,584 800,000 800,000 800,000 800,000

合 計 6,585,579 5,644,976 5,100,000 5,127,000 5,062,000 4,971,000

※普通交付税は市債借入による交付税措置分を加算した。震災復興特別交付税は交付対象となる広域

ごみ処理施設建設負担金の計上に伴うものである。 

 

このように歳入が徐々に減少していくことを受け止めながらも，本市総合計画の将来像である「『ひ

と もの 地域』が輝き はばたく ダイヤモンドシティ」を実現するため，地域や市民，団体，事業

者などの知恵を結集し，更に連携を深めながら果敢に挑戦していき，これまでに築いてきた市民参画

と協働のまちづくりをより一層推し進め，シビックプライドの更なる醸成と内外に向けた情報発信の

強化により，「住んでみたい，住んで良かった，これからも住み続けたい」と思える魅力あるまちづく

りにつなげていかなければならない。 

 そのためには，厳しい財源配分を強いることになるが，各部局が主体性を発揮し，多様化する市民の

ニーズを的確に把握し，実施計画と予算編成の連動性を高めることにより，成果重視の視点に立った

マネジメントサイクルを徹底していく必要がある。 

 特に既存の事務事業については，これまでの成果を厳しく評価した上で，施策の優先順位を洗い直

し，存廃を含めた見直しを断行するとともに，民間活力を積極的に活用するなど，市民目線からの事務

事業の見直しや事業手法の見直しを積極的に進めるなど，必要な施策・事業の着実な推進と，財政の健

全化による持続可能な行財政基盤の構築の両立が必要である。 

 また，市民への説明責任を果たす観点からも，公正で開かれた市政を実現するため，予算書や概要等

を広く公表し，行政情報の積極的な透明化を図っていくこととする。 

 

 

 

 

第４ 予算編成に当たっての留意事項 

（１）歳入について 

令和４年度は，歳入の中心となる市税は，人口減少によるもののほか新型コロナウイルス感染症の

影響等により市民税が減額することが見込まれる。このため，市有財産の有効活用など新たな財源確

保・歳出削減の取り組みを強化する。 
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また，新たな税源の発掘，未利用市有財産の売却，手数料・使用料の見直し，活用可能な国庫補助金

等外部資金など，あらゆる角度から新たな財源確保策を検討のうえ要求すること。 

令和４年４月１日収納分より，税金等の納付書による収納（領収済通知書の返却を要する収納を含

む）全てについて，納付１件あたり税抜き２０円（令和４年度に限り税抜き１０円）の手数料負担が

生じることから，金融機関と連携し口座振替推進を強化するとともに，あらゆる公金収納についてキ

ャッシュレス化に向けた取組みを強化すること。 

 

（２）歳出について 

市税減額見込みのほか，令和３年度から普通交付税が一本算定に移行したことにより，合併による影

響額分が加算されなくなったことから，財源不足が見込まれる。このため一般財源抑制策として，枠配分

対象費は一部の経費を除き３%削減して配分する。 

 

①事務事業の選択における優先順位の考え方 

普通交付税の基準財政需要額の単位費用として組み込まれている事業を優先し，普通交付税の基準

財政需要額に算定されていない本市単独事業等については，ゼロベースからの事業の検証・見直しを

行うこと。 

既存の予算，組織を所与のものとせず，事務事業及び組織のあり方について抜本的に見直すことと

し，限られた財源・人員で的確に政策課題の成果を上げていくためにも，業務の簡素化・無駄の排除・

手順の見直し等，行財政改革に徹底的に取り組むこと。 

 

②公共施設の運営体制の見直し 

公共施設の運営費については，平成28年度より指定管理者制度の導入や業務委託（アウトソーシン

グ）を実施する自治体の経費をもとに交付税が算定され，従来よりも交付税が削減されていることか

ら，公共施設の運営体制の見直しを進めること。 

 

③補助金等の見直し 

公益性の判断，補助目的の明確化と効果の検証を十分に行った上で予算要求すること。特に，既存の

補助金で一定の年数（おおむね10年以上）を経過したものについては，廃止・休止の検討を行うこと。 

国県との協調補助金で，国県の支出金の減額・廃止等があった事業（過去に減額・廃止のあった事業

も含む。）については，事業の見直しを図る機会ととらえ，その必要性等を十分に精査の上，減額・廃

止等の措置を講じること。 

新型コロナウイルス感染症拡大の影響により，「新しい生活様式」が提唱されている状況も踏まえ，

事業の見直しを図り，その必要性等を十分に精査すること。 

 

 

 

④普通建設事業費について 

すべての普通建設事業費は，実施計画を基に予算計上とする。（実施計画の評価・決定については，

令和３年１０月６日（水）に企画調整課より通知する） 

実施計画未計上，及びAA評価の決定を得ていないものは予算要求出来ないので注意すること。 
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また，普通建設事業については，更なるコスト縮減を図るため，一部圧縮して一般財源を配分するこ

ととする。 

 

⑤公債費の抑制・後年度への負担転嫁の回避 

市債については，世代間の負担公平の観点から，普通建設事業にあってはその耐用年数に応じて，地

方交付税措置率の高い事業債を中心にその活用を図ってきた。しかし，市債の償還には将来世代の税

金が充てられることとなる。そこで，一般会計・特別会計の区別なく，将来世代に過度の負担を転嫁す

ることのないよう，市債を活用する事業を厳選し発行額の抑制に努める。また，交付税措置のない市債

の発行は，後年度への負担転嫁となるため，原則として行わないこととする。 

 

⑥新規事業について 

普通建設事業以外の新規事業について，事前に実施計画で評価・決定していないものについては，当

初・補正予算とも要求できないので注意すること。 

また，実施計画で評価・決定されたものであっても，後年度への財政負担や費用対効果など，あらゆ

る視点から事業内容・事業費の精査を行った上で，要求すること。 

なお，新規事業の予算要求に当たっては，事務事業の見直しやスクラップ・アンド・ビルドを徹底し

て行うなど既存施策の廃止・縮減等を前提とするものとし，それにより捻出した一般財源を当該新規

事業に充てるよう努め，国・県・市・民間の役割分担を明確化し，真に市でなければ処理できない事業

に限定した要求とすること。 

 

⑦年間予算の作成・見積手法の見直し 

通年予算として見積もりを行うものとすること。なお，年度中途の補正は，編成過程で特に協議した

もののほか，緊急止むを得ないものに限るものであり，年間の財政需要のすべてについて検討を行っ

た上で要求すること。例年，当初予算計上額に対し多額の決算乖離が生じている事業については，要因

を分析し，見積手法を見直しするなどにより是正に努めること。 

 

⑧国の動向の的確な把握と対応 

今後の国の動向について，大きな変化が予想されるところであるが，当面は現行制度での予算編成

を進めることとする。今後，予算編成過程において，関係府省等からの情報収集に努め，国の動向につ

いて的確に把握したうえで，適切な対応を図ること。 

 

 

第５ 歳入に関する事項 

従来歳入予算は，歳出予算に比べ，ともすれば軽視されがちにあるが，収入が確保されて初めて支

出が可能となることを再認識し，社会情勢の変動，国・県の施策・制度改正の動向等に十分留意し，

新たな財源の検討も含め，全力を挙げて財源の確保に積極的に取り組むとともに，過大・過小の見積

もりにならないようにするほか，市債発行総額の抑制に特に留意すること。 

特に，新規・既存の事業を問わず，国・県の補助制度の総点検・確認を必ず行うこととともに，各

種他団体の助成制度についても幅広い視点から検討し，積極的に活用すること。さらに，収入源の完

全捕捉，適正な受益者負担の確保等に努めること。 
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（１）市税 

市税収入は，財政運営の根幹を成すものであり，その見積もりにあたっては，今後の経済情勢の動向

や地方税制度の改正等を慎重に見極めるとともに，本年度の収入見込額，過去の実績等を勘案の上，的

確な額を見積もること。 

 

（２）国・県支出金 

事務事業の緊急性，必要性，効果，内容等の精査・検討を行い，市債発行額や一般財源所要額を考

慮の上，対象事業を厳選するとともに，国・県の制度改正や予算編成の動向等に注意を払い，補助対

象事業化の工夫を図るほか，補助対象，補助・負担率，補助単価等について関係機関との連絡を密に

するなど正確に把握し，過大見積もりや超過負担を招くことがないよう積算等に留意して，確実な額

を見積もること。 

また，国・県の助成対象事業になるものを市単独事業として施行する事がないよう十分留意し，積

極的に補助金等の確保を図ること。 

 

（３）使用料及び手数料・分担金及び負担金・雑入 

受益者負担の原則，住民負担の公平性の確保の観点から，諸物価の動向や管理運営費等との関係，

他市町村の現況や類似施設の動向などを常に把握するとともに，受益者負担の措置が採られていない

ものは必ず見直しを行い，的確な額を見積もること。また，各種施設の運営にあたっては，市民サー

ビスの確保と利用率の向上に努めること。 

 

（４）財産収入等 

財産運用収入については，財産の適正な管理の下，極力有利に運用し増収を図ること。市有財産に

ついては，財産の現況を的確に把握し，効率的な活用に努めるとともに，未利用地等については，処

分を含め，有効活用をさらに検討すること。 

 

（５）市債 

市債は，その元利償還金である公債費の増加に伴う財政負担が，後年度の財政運営に大きな影響を

及ぼすことから，市債残高が累積しない財政構造を確立するため，財源の不足を安易に市債に転嫁す

るような事業計画は厳に慎み，通常事業分に係る発行総額を公債費の元金償還額の範囲内とするよう

に努めること。 

従って，市債活用にあたっては，事業の緊急性・必要性・投資効果・施設水準の適正化等を検討

し，適債事業を厳選して見積もるとともに，交付税措置のある有利な市債の活用を心掛けること。な

お，事業の適債性，充当率等について財政課と事前協議を必ず行うこと。 

 

（６）その他の収入 

額の多少にかかわらず，貴重な財源という認識に立ち，零細または捕捉が困難なものについても

極力把握し，収入の拡大と積極的な確保に努めること。特に，特定財源については，歳出との関連

性を十分に考慮し，漏らさず計上すること。 

 

 

第６ 歳出に関する事項 
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歳出予算見積もりにあたっては，現下の多額の財源不足に対し，従来の経費節減を行うのみではも

はや対応できない状況にあり，たとえ義務的経費といえども削減するなど，聖域を設けることなく，

あらゆる手段を講じる必要があることを十分認識し，事務事業全般にわたり廃止・縮小・見直しを抜

本的に検討するものとする。その上で，ゼロベースを基調に事業の優先順位の厳しい選択を行い，集

中させることにより，必要最小限の経費で最大の行政効果や市民満足度の向上が図られるよう創意工

夫し，経費の思い切った縮減に努めるとともに，限られた財源の重点的・効果的な配分を行うことと

する。 

従って，国・県の補助事業といえども安易に実施することなく，十分検討し選択するとともに，実

施計画に掲げた事業についても，その実効性を確保するよう，計画・内容・経費・緊急性及び効果等

についてさらに十分検討し精査すること。 

これまで以上に厳しい内部努力により，「強い財政基盤」を確立するとともに，自己決定・自己責

任のもと，地域の実情を踏まえた施策を展開していかなければならない。 

また，計上された予算は，早期執行を念頭に予算執行計画を作成することにより，適切な執行管理

に努めるとともに，予算執行により不用額が見込まれる場合は，補正予算の計上について速やかに財

政課に相談すること。 

 

（１）人件費 

・人件費については，現行の事務量・人員配置を精査する中で，定員管理や給与の適正化に努めると

ともに，新たな行政需要等に対しては，効率的な事務の執行や部内相互応援の活用などにより抑制

すること。 

・ＡＩやＲＰＡ等の先進技術を活用した業務プロセスの見直しを進め，職員体制の見直しや時間外勤

務の削減，及び会計年度任用職員の抑制を図ること。 

・既存事務事業の内容を更に精査し，行政責任を確保する中，外部委託化，ボランティアの活用や市

民参画の促進等を図ること。 

・労働時間の短縮や職員の健康保持の観点から，時間外勤務の実質的な縮減に取り組むこと。 

・職員の時間外勤務における当該手当においては「時間外勤務手当見積書」を作成し，１０月１９日

（火）までに人事課宛にメールで提出すること。 

・所管長の適正な判断の元，事前に命令された時間外勤務により生じる手当については，原則として

予算の範囲内でその全額を支給することを前提とし，各事業で来年度に想定される「時間外勤務」

の合計時間数を見積ること。（この見積りには時間外勤務手当の支給対象となる職員（係長級以

下）の時間外勤務の時間のみを算入すること。） 

・適正な手続きにより命令された勤務分は，全額支給を前提とするものの，限られた厳しい財政状況

であることを踏まえ，業務の計画的処理を念頭としながら，適切な担当配分など管理職員を中心に

マネジメントしながら縮減に努めること。 

・各事業の時間数については，予定の事業や業務を十分に精査し，例年の状況と比較するなど根拠を

整理して要求することとし，過大・過剰な見積りは認められないこと。 

・会計年度任用職員の雇用を必要とする場合は，各所管において「会計年度任用職員任用要望書」

（以下「要望書」という。）を作成し，１０月１９日（火）までに人事課宛にメールで提出するこ

と。 

・会計年度任用職員に係る経費が増加傾向にあることから，会計年度任用職員数は，前年度比１０％

の削減に努めることとする。 
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・要望書の提出に際しては，計画的な事務事業の執行と課内や部内の応援体制等を踏まえ，最小限の

要望にとどめ，臨時の業務等であっても真にやむを得ないものに限定すること。 

 

（２）物件費・維持補修費・その他の一般経費 

下記の物件費等の一般管理経費については，漫然と過去の実績によることなく，事務事業のあり方

の見直しや競争原理の強化により，更なるコスト縮減を図るなど経費の節減・合理化に努めること。

なお新聞購読料（定期購読契約で週２回以上発行のもの）及び飲食料品（賄材料費）の消費税は，軽

減税率（８％のまま）の対象となるので留意すること。 

 

旅費 

出張の目的，効果，緊急度，日程等を十分検討し，過去の実績にとらわれることなく，真に必要

なものに限定して計上すること。特に，形式的・定期的に県外で行われる各種大会・総会等への参

加旅費及び文書や電話による照会，隔年出張等で目的が達成できるような先進地視察並びに各種審

議会・協議会等の先進地視察旅費の計上は，認めない方針であること。（検査等の旅費は減額査定

対象とする。）また，各種団体等の研修にかかる随行職員人数は必要最小限とすること。（研修参

加人数１０名に対し，所管課随行職員は１名を限度とする。） 

新型コロナウイルス感染症拡大の影響により，接触機会の削減が求められている状況も踏まえ，

旅費については，その必要性等を十分に精査すること。 

 

需用費・備品購入費等 

創意工夫により従来以上に節減を図ること。新型コロナウイルス感染症対策経費については，一

括して健康増進課へ予算措置するため，各課独自の判断での購入は厳に慎むこと。 

 

・消耗品費 

在庫管理を徹底し，極力節減を図ること。また，耐久性のある事務用品は，現に使用不能となり

事務処理に支障を来たしているものの更新以外は計上しないこと。 

作業着等の被服類については，総務課において一括して予算措置を講じることとするので，各課

での購入は厳に慎むこと。 

・燃料費 

予算要求基準表を参考にして，適正価格にて見積もること。新年度単価×数量で計算した上，過

去３ヵ年の決算額を踏まえ配分していることを踏まえ，年度途中での増額は認めないこととする。 

・食糧費 

会議及びイベント等での弁当支給はしない。 

・印刷製本費 

可能な限り庁内で印刷することにより，刊行物の見直し・整理統合や暦年刊行，変更個所のみの

印刷，広報紙や市ホームページの活用により経費削減に努めること。また，議会のペーパレス化に

伴う議案等の取り扱いも踏まえ，印刷製本発注の見直しを検討すること。 

・光熱水費 

使用量の再点検を行うとともに，なお一層の節電・節水等に努め，節減を図ること。電気料は，

決算額を踏まえ通年分を枠配分していることから，年度途中での増額は認めないこととする。 

・維持補修費 
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施設の現況を十分に把握し，適正な維持管理に努めるとともに，施設の効用を維持し発揮するた

めに，緊急性，必要性等が高いものから実施するなど計画的な対応を図ること。 

・備品購入費 

自動車の新規購入やロッカー等の庁用備品の購入は原則として認めない方針である。 

また，総務課による事務用備品の一括集中管理を引き続き行う。各部局は補助事業対象以外の事務

用備品は予算計上できないので留意すること。但し，特殊性のある備品等については例外とする。 

 

役務費 

建物火災保険料・自動車共済保険料（任意保険）のうち，共済保険（全国市有物件災害共済会）に

ついては，総務課において一括して予算措置を講じることとする（消防本部，特別会計及び企業会計

を除く）。 

令和４年４月１日収納分より生じる，納付書による収納の手数料については，会計課において一

括して予算措置を講じることとする（企業会計を除く）。 

 

委託料 

安易に従来の方式を踏襲することなく，委託業務の内容を再検証し，業務に支障を来たさない範

囲で必要最小限の委託内容とするほか，複数業者からの見積もりによる競争原理の強化など経費の

一層の節減に努めること。また，調査・設計委託については，基本的な方針を構築した上で計上

し，職員の能力育成を図る観点からも，専門的な内容を除き，極力内部対応すること。外部団体等

への委託事業経費については，業務の一層の効率化を図るなど，所管課において十分に精査の上，

見積もること。 

 

借上料 

本市の基準額に達していない借地料については，引き続き徹底した減額交渉に努めること。 

 

（３）扶助費 

扶助又は措置の実態を十分に把握し，国・県の制度によるものについては，国・県の予算編成の

動向を見ながら現行制度に基づく単価とし，制度改定が確定しているものは改定後の単価で計上す

ること。過去の推移，不用額の状況等を十分に精査の上，厳格に見積もること。 

市単独事業については，基準・対象・金額・事業目的及び効果等について十分に精査すること。 

 

（４）補助費等 

各種負担金・交付金については，行政責任分野，経費負担のあり方，行政効果等を考慮する中で

見直しを行い，必要不可欠なものに限って見積もること。 

負担金のうち，各種団体会費については，加入目的や活動効果を見直し，形式的なものについて

は脱会を含め検討すること。市単独の負担金，補助金及び交付金の新規及び増額計上は，原則とし

て認めない方針であること。 

概ね10年を超えて交付している事業費補助金については，内容を精査し，廃止・減額を検討する

こと。 

新型コロナウイルス感染症拡大の影響により，「新しい生活様式」が提唱されている状況も踏ま

え，事業内容及びその必要性等を十分に精査すること。 
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（５）投資的経費 

厳しい財政状況を考慮し，特に事業の緊急性，必要性，投資効果及び後年度の財政負担等を十分

に検討し，事業費の多寡でなく，より多くの行政効果や市民の満足度を高めることを基準とするな

ど，優先順位の高いものから事業を選別・選択の上，更なるコスト縮減を図り，財源の範囲内で集

中的に実施すること。特に，多額の市債発行や一般財源を要する事業については十分に内容を検討

すること。 

・補助事業については，国・県の施策及び財源措置等の動向に十分な注意を払い，真に必要と考

えられる事業を選択するとともに，より有利な補助制度の検討など財源確保に創意工夫を凝らす

こと。また，超過負担が生じないよう十分に注意するとともに，過当な投資とならないよう留意

すること。 

・市単独事業については，緊急性・必要性・効果及び施設水準の適正化等を十分に検討し，事業

の重点化を図り，その厳選に努めるとともにコスト縮減を図ること。 

・施設の整備に当たっては，上記のほか，施設完成後の後年度の財政負担を考慮し，適正な規模，

効果的な運営及び維持管理費の低減化等に十分留意すること。 

・工事等の設計についても，最小の経費で最大の効果を発揮できるよう，内容及び工法等を十分

に検討するとともに，所要経費を精査し的確に見積もること。 

・用地の購入については，地価の情勢を認識し，利用目的，利用時期，国の補助認可見込み，取

得の見込など，確実な見通しを立てて計上すること。また，土地開発基金による先行取得は，安

易な見込計上とならないようにし，将来の財政に及ぼす影響等を考慮の上，的確な事業計画に基

づいて行うとともに，未利用地を含めた事業計画とすることや未利用地を交換物件とすることな

ど，その有効活用を検討すること。 

 

 

第７ その他に関する事項 

（１）予算要求書等の提出について 

提出期限  令和３年１１月１日（月）１７：００ ※期限厳守 

提出方法  電子メール（紙媒体は提出不要） 

提出書類（②③はメール提出不要） 

① 令和４年度予算要求一覧（枠対象分・対象外分）  

② 令和４年度歳入予算見積書（当初予算） 

③ 令和４年度歳出予算見積書（当初予算） 

④ １０節需用費の調べ→③の説明欄で積算内容が全て記入できれば提出不要 

⑤ １８節負担金・補助及び交付金の調べ 

⑥ 特定財源充当内訳書 

⑦ その他（見積書や積算資料等） ※事業名単位でファイルをまとめること。 

 

※予算要求書の作成及び提出にあたっては，令和３年１０月１日付け事務連絡「予算要求書作成のル

ールについて」を確認すること。 

 

（２）予算書等の公表について 

※予算編成システムの進行状況を「要求終了」 

にすること。 
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市民への説明責任を果たすため，予算書等を積極的に市ホームページ等で広く公表する。 

【公表項目】 

・予算書，予算の概要，予算編成方針，予算説明書 

 

（３）中期的収支見込み 

歳入 

○市税は，今後５年間で生産年齢人口が７％程度減少すると見込まれるため，減少していく。 

○普通交付税は，市債借入による交付税措置分が令和５年度まで増加するが，令和６年度以降は減少

する。 

 

歳出 

○扶助費は，６５歳以上の人口が今後５年間で４％程度増加すると見込まれるため，今後も増加する。 

○繰出金は，介護保険特別会計で高齢化による扶助費の増加や下水道事業会計で公債費の増加が見込

まれるため，今後も増加する。 

○公債費は，令和５年度がピークとなりその後は減少していく。 

 

※歳入は減少傾向であるのに対し，歳出は増加傾向にあるため，財源不足額は今後更に増加する可能

性がある。財源不足額を財政調整基金で補うことには限界がある。 

 

◎令和５年度予算編成時は，財源不足額が財政調整基金残高を上回り，予算が組めなくなる

可能性がある。 
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